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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第67期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第68期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第67期

会計期間 

自平成21年
１月１日 

至平成21年 
３月31日 

自平成22年
１月１日 

至平成22年 
３月31日 

自平成21年
１月１日 

至平成21年 
12月31日 

売上高（百万円）  26,784  26,395  114,231

経常利益又は経常損失（△） 

（百万円） 
 △556  853  △5,455

四半期純利益又は四半期(当期)純

損失（△）（百万円） 
 △418  462  △4,079

純資産額（百万円）  53,557  50,209  50,521

総資産額（百万円）  103,198  105,410  106,022

１株当たり純資産額（円）  425.78  399.11  401.66

１株当たり四半期純利益又は四半

期(当期)純損失金額（△）（円） 
 △3.32  3.67  △32.43

潜在株式調整後１株当たり四半期

(当期)純利益金額（円） 
      －       －       －

自己資本比率（％）  51.9  47.6  47.6

営業活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 △3,948  1,277  △7,521

投資活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 △249  2  △2,148

財務活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 2,108  △269  9,028

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円） 
 6,764  9,176  8,167

従業員数（人）  1,984  1,958  1,993

2010/05/14 21:21:0210647314_第１四半期報告書_20100514212036

- 2 -



 当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

に重要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

  

 当第１四半期連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。 

  （注） 上記子会社は、特定子会社に該当しておりません。 

  

(1）連結会社の状況 

 （注）１ 従業員数は就業人員であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当第１四半期連結会計期間の平均雇用人員であります。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１ 従業員数は就業人員であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当第１四半期会計期間の平均雇用人員であります。 

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

名称 住所 
資本金

（百万円）
主要な事業の内容

議決権の 
所有割合 
(％) 

関係内容

（連結子会社） 
  
㈱カイラニ・  

インターナショナル  

東京都渋谷区  90 

衣料品・服飾雑

貨品等の製造、

販売、輸入業務 

90.0 
役員の兼任５名 

資金援助あり  

４【従業員の状況】

  平成22年３月31日現在

従業員数（人） 1,958  (5,021)

  平成22年３月31日現在

従業員数（人） 1,885  (4,840)
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(1) 生産実績 

 当第１四半期連結会計期間における生産実績は次のとおりであります。 

 （注） 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2) 受注実績 

 該当事項はありません。 

(3) 販売実績 

 当第１四半期連結会計期間における販売実績は次のとおりであります。 

 （注） 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

 当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。   

  

  当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

区分 
当第１四半期連結会計期間
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年３月31日）  

前年同四半期比（％）

紳士服・洋品（百万円）  5,646  85.1

婦人子供服・洋品（百万円）  8,869  88.6

服飾品他（百万円）  1,720  83.8

合計（百万円）  16,237  86.8

区分 
当第１四半期連結会計期間
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年３月31日） 

前年同四半期比（％）

紳士服・洋品（百万円）  8,451  97.9

婦人子供服・洋品（百万円）  15,381  98.7

服飾品他（百万円）  2,561  100.2

合計（百万円）  26,395  98.5

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】
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  文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。 

  

(1)経営成績の分析  

 当第１四半期連結会計期間（平成22年１月１日～平成22年３月31日）におけるわが国経済は、新興国を中心とした

海外経済の回復による輸出の増加など、景況感の改善の兆しも一部には見られましたが、デフレの進行や雇用・所得

環境の低迷が続き、個人消費が伸び悩むなど、引き続き厳しい状況で推移いたしました。  

 当アパレル業界におきましても、消費者の節約志向は依然として強く、また３月に気温が冷え込むなど天候不順の

影響もあり、低調に推移いたしました。 

 このような経営環境のなかで、当社グループは従来からの方針に基づく積極的な営業活動を展開すると同時に、商

品企画、販路の見直しや柔軟な生産調整等、環境変化に対応した経営に注力してまいりました。また、業務の一層の

効率化を追求するとともに、昨年策定した「中期経営ビジョン2009」の実現に向け、今期「今後の成長戦略」を取り

纏め、業績の向上に努めてまいりました。 

 この結果、当社グループの当第１四半期の売上高は263億９千５百万円（前年同期比1.5％減）、営業利益は10億３

千２百万円（前年同期は４億６千万円の営業損失）、経常利益は８億５千３百万円（前年同期は５億５千６百万円の

経常損失）、四半期純利益は４億６千２百万円（前年同期は４億１千８百万円の四半期純損失）となりました。  

  

(2)財政状態の分析  

 当第１四半期連結会計期間末における資産総額は、前連結会計年度末に比べ６億１千２百万円減少し、1,054億１

千万円となりました。これは売上債権が44億４千９百万円減少しましたが、商品及び製品が27億２千８百万円増加

し、現金及び預金が10億８百万円増加したこと等によるものであります。  

 負債総額は前連結会計年度末に比べ３億円減少し、552億円となりました。これは仕入債務が19億２千２百万円減

少しましたが、借入金が16億２千６百万円増加したこと等によるものであります。 

 また、純資産は利益剰余金が14億２千４百万円減少しましたが、その他有価証券評価差額金が11億６百万円増加し

たこと等により502億９百万円となりました。 

 この結果、自己資本比率は47.6％となりました。 

  

(3)キャッシュ・フローの状況 

 当第１四半期連結会計期間における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ10億８百万円増加し91億７千

６百万円となりました。 

 （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第１四半期連結会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、前第１四半期連結会計期間と比較して52億２

千６百万円増加し、12億７千７百万円の収入となりました。これは税金等調整前四半期純利益を９億４千１百万円計

上し（前年同期は５億３千万円の税金等調整前四半期純損失）、たな卸資産の増加による減少額が26億９千３百万円

にとどまったことや（前年同期は43億７百万円の増加による減少）、法人税等の支払額が３千４百万円にとどまった

こと（前年同期は29億５千６百万円の支出）等によるものであります。 

 （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第１四半期連結会計期間の投資活動によるキャッシュ・フローは、前第１四半期連結会計期間と比較して２億５

千２百万円増加し、２百万円の収入となりました。これは事業譲受による支出が１億３千５百万円発生したものの、

投資有価証券の売却により５億１千７百万円の収入があったこと等によるものであります。 

 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第１四半期連結会計期間の財務活動によるキャッシュ・フローは、前第１四半期連結会計期間と比較して23億７

千７百万円減少し、２億６千９百万円の支出（前年同期は21億８百万円の収入）となりました。これは長期借入金を

23億７千４百万円返済したこと（前年同期は２百万円の返済）等によるものであります。 

  

(4)事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更はありませ

ん。また、新たに生じた課題はありません。 

  

会社の支配に関する基本方針及び当社株式の大規模買付行為に関する対応方針（買収防衛策） 

①会社の支配に関する基本方針の内容について 

(イ)当社の企業理念、ＣＳＲ基本方針及び経営ビジョン 

 当社は、当社の企業理念、ＣＳＲ基本方針及び経営ビジョンについて、以下のとおりに考えております。 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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（企業理念） 

 「真・善・美」を社是とし、ファッションを通じ美しく豊かな生活文化を創造し、社会の発展に貢献すること

を経営理念としています。 

（ＣＳＲ基本方針） 

 ファッション製品を製造販売する事業活動を通じ、三陽商会の社会的存在意義を常に考えつつ、社会に有用な

製品・サービスを提供することで、企業価値の持続的向上を追求することが、当社の社会に対する責任の基本で

あると考えます。 

 事業活動の遂行においては、株主、顧客、社員、仕入先、得意先、地域社会、その他の当社に関連する全ての

方々の満足と信頼を獲得することを念頭に、誠実で健全な、社会的に正しい行動をとることを基本に考えます。

（経営ビジョン） 

「ＨＡＰＰＹ創造企業」をめざして 

 優れた品質に裏打ちされたファッション感度の高いアパレル製品と価値あるサービスをお客様に提供すること

によって「ＨＡＰＰＹ」を創造し続ける「オンリーワン企業」をめざします。 

 当社が創造する「ＨＡＰＰＹ」とは、すべてのステイクホルダーと共に歩み、一人ひとりの夢を実現していく

ことと考えます。 

・株主と共に  透明性と安定性が高い経営 

・顧客と共に  「品質」と「サービス」の向上による「顧客満足」 

・社員と共に  社員一人ひとりが感じる「やりがい」 

・取引先と共に 信頼関係の構築と「Ｗｉｎ－Ｗｉｎ」の関係  

・社会と共に  地域社会への貢献と環境への配慮  

そしてこの考え方に立脚して以下の方針を「経営ビジョン」に盛り込んでおります。 

１.事業構造の変革と既存事業の効率化・質の向上の実現 

 新販路の更なる拡大及びブランド軸経営の強化をめざし、これら事業を支える組織・人事体制の整備を行いま

す。また事業構造の変革に資するＭ＆Ａも検討してまいります。 

２.企画提案力の強化と顧客価値の創造 

 お客様が求める、より良いもの創りと、お客様が感動するサービスの提供を実現いたします。 

３.効率経営の推進 

 経営資源の傾斜配分による事業と投資の選択と集中に努め、また採算管理の徹底を推進いたします。 

４.社会の一員としての使命を果たす企業への成長 

 コンプライアンス経営を実践し、安全で安心な商品及びサービスの提供を常に心掛けると共に、環境に配慮し

た経営を実践いたします。 

 当社はこのような企業理念、ＣＳＲ基本方針及び経営ビジョンこそが当社の企業価値及び株主共同の利益の源

泉に他ならないと考えております。 

(ロ)基本方針の内容 

 当社は、昭和46年７月より、株式を東京証券取引所へ上場、市場に公開しております。上場会社である以上、

当社取締役会が、当社株主の皆様及び投資家の皆様による当社株式の売買を妨げることはありません。当社取締

役会といたしましては、上記(イ)「当社の企業理念、ＣＳＲ基本方針及び経営ビジョン」で述べた当社の企業理

念、ＣＳＲ基本方針及び経営ビジョンを背景に、中長期的視点から当社の企業価値及び株主共同の利益の向上を

めざし、これによって当社株主の皆様に長期的かつ継続的に当社の経営方針に賛同し、当社への投資を継続して

いただくために邁進いたしますが、大規模買付者が出現した場合、当該大規模買付者が当社の財務及び事業の方

針の決定を支配する者として適切であるか否かの判断につきましては、最終的には当社株主の皆様の意思に委ね

られるべきであると考えております。 

 しかしながら、株式の大規模買付行為又はこれに類する行為の中には、その目的・態様等から見て企業価値及

び株主共同の利益を毀損するもの、大規模買付行為又はこれに類する行為に応じることを対象会社の株主に強要

して不利益を与えるおそれがあるもの、対象会社の取締役会や株主に対し大規模買付行為又はこれに類する行為

の内容や大規模買付者についての十分な情報を提供せず、取締役会や株主による買付条件等の検討や対象会社の

取締役会の代替案の提案に要する十分な時間を提供しないもの等、対象会社の企業価値及び株主共同の利益の確

保・向上を妨げ、個々の株主の皆様の判断に委ねるべき前提を欠くものも少なくありません。 

 当社は、このように当社の企業価値及び株主共同の利益の確保・向上を妨げるような大規模買付行為を行う者

は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であると考えており、このような大規模買付行

為に対しては、当社株主の皆様の事前の承認や、当社株主の皆様の意思決定に基づき、当社取締役会が、法令及

び定款によって許容される限度において当社の企業価値及び株主共同の利益の確保・向上のための相当な措置を

講じるべきであると考え、これを、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針と

いたします。 
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②会社の支配に関する基本方針の実現に資する取組みについて 

 当社では、上記①(イ)「当社の企業理念、ＣＳＲ基本方針及び経営ビジョン」で述べた、当社の企業理念、Ｃ

ＳＲ基本方針及び経営ビジョンの下、当社の企業価値及び株主共同の利益の向上に努めております。「中期経営

ビジョン2009」においては、百貨店得意先グループとの取組み強化に加え、新販路への積極的展開、中国等の海

外事業への取組みからなる「販路戦略」、ブランド価値の最大活用と核ブランド群の育成、時代性を捉えた新ブ

ランドと新商品の開発及びお客様とブランドを結ぶサービスの向上からなる「ブランド戦略」、事業運営の効率

化、ロジスティクスの更なる進化、組織体制の見直しと人材の育成に加え、当社のステイクホルダーの皆様と共

に歩む経営をめざしたＣＳＲ経営の強化からなる「経営基盤強化に向けた施策」を３つの重点戦略としており、

この「中期経営ビジョン2009」を着実に実行していくことが当社の企業価値を向上させ、ひいては株主共同の利

益の最大化に資すると考えております。 

 また、当社は、コーポレート・ガバナンス体制の充実に向けた取組みを経営上の最重要課題のひとつと認識し

ております。平成19年３月29日開催の定時株主総会より、取締役会における迅速な意思決定と業務監督機能の強

化を図るため、取締役の人数を６名にするとともに、内１名を社外取締役といたしました。監査役につきまして

も常勤監査役２名、社外監査役３名の体制といたしました。更に、平成22年３月30日開催の定時株主総会におい

て、６名の取締役に加えて、あらたに２名の社外取締役を増員する議案を提出し承認され、経営体制の一層の充

実・強化を図りました。内部統制体制の整備・強化につきましては、内部統制委員会及び内部統制推進室を設置

し、また監査役、内部監査室とも連携し、会社法及び金融商品取引法への対応にとどまらず、業務改革の視点か

らも整備を強力に進めております。 

③会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されること

を防止するための取組みについて 

 当社は、上記①「会社の支配に関する基本方針の内容について」で述べたような会社の支配に関する基本方針

に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取組みの一

つとして、平成19年10月26日に開催された取締役会において、当社株式の大規模買付行為に関する対応方針(以

下、「本対応方針」といいます。）を全取締役の賛成により決定、導入し、平成20年３月28日開催の当社定時株

主総会において承認の決議を得ております。 

 その具体的内容は以下のとおりです。 

 大規模買付行為に関する基本的考え方 

 もとより、当社取締役会は、あらゆる大規模買付行為に対して否定的な見解を有するものではありません。

しかし、株式の大規模買付行為の中には、必ずしも対象会社の企業価値、ひいては、株主共同の利益を確保

し、向上させることにはならないと思われるものも少なくありません。そのような大規模買付行為に対して

は、当社として、当社の企業価値及び株主共同の利益の確保・向上が妨げられるような事態が生ずることのな

いように、上記①「会社の支配に関する基本方針の内容について」で述べたような基本方針に基づき、予め何

らかの対抗措置を講ずる必要があると考えます。もっとも、当社の企業価値を毀損し、会社の利益ひいては株

主共同の利益を害する大規模買付行為以外の大規模買付行為については、それを受け入れるべきか否かの最終

的な判断は、当社取締役会ではなく当社株主の皆様に委ねられるべきものと考えております。 

 上記のように、大規模買付行為に対する最終的な判断が当社株主の皆様に委ねられるべき場合において、こ

れに対して当社株主の皆様が適切な判断を行うためには、当社株主の皆様に十分な情報提供がなされ、かつ、

熟慮に必要となる十分な時間が与えられる必要があります。このような観点から、本対応方針は、大規模買付

者に対して、以下に述べるような情報提供を行うこと、及び、当社株主の皆様のための熟慮に必要な時間が経

過するまでは大規模買付行為を開始しないことを求めることを基本としております。 

 なお、上記②「会社の支配に関する基本方針の実現に資する取組みについて」で述べた当社の企業価値及び

株主共同の利益の確保・向上のための取組みに鑑みれば、大規模買付者からのみならず、当社取締役会からも

適切な情報提供がなされることが、当社株主の皆様が大規模買付行為の買付対価をはじめとした諸条件の妥当

性等を判断する上で、役立つものと考えられます。このような観点から、当社取締役会としては、当社株主の

皆様がより適切な判断を下せるよう、大規模買付者に対して大規模買付行為に関する情報提供を求め、かかる

情報提供がなされた後、当社取締役会においてこれを評価・検討し、当社取締役会としての意見を取りまとめ

て公表いたします。そして、当社取締役会が必要と判断した場合には、当社取締役会は大規模買付者との交渉

や当社株主の皆様への代替案の提示を行うこととします。 

 当社取締役会は、大規模買付行為が、上記の基本的な考え方を具体化した一定の合理的なルールに従って進

められることが、当社の企業価値及び株主共同の利益の確保・向上に資すると考え、当社株式の大規模買付行

為に関するルール（以下「大規模買付ルール」といいます。）を設定し、大規模買付者に対して大規模買付ル

ールの遵守を求めます。そして、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合には、当社取締役会は、

当該ルールの違反のみをもって、一定の対抗措置を講じることができることといたします。上記の基本的な考

え方に照らし、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しないこと自体が、当社株主の皆様が適切な判断をす
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るために必要な情報と時間の確保に対する脅威であり、当社株主共同の利益を損なうものと考えられるからで

す。また、当該ルールを予め設定し透明性を図ることは、当該ルールを設定していない場合に比して、大規模

買付者の予見可能性を確保し、当社の企業価値及び株主共同の利益の確保・向上に適うような大規模買付行為

に対してまで萎縮的効果を及ぼしこれを制限してしまう事態を、未然に防止できることにもなると考えており

ます。 

  なお、大規模買付ルールの詳細については、当社ホームページ(http://www.sanyo-shokai.co.jp/)に掲載し

ている平成19年10月26日付「会社の支配に関する基本方針及び当社株式の大規模買付行為に関する対応方針

（買収防衛策）の導入について」をご覧下さい。 

④本対応方針が会社の支配に関する基本方針に沿い、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に合致し、当社の役

員の地位の維持を目的とするものでないことについて 

 本対応方針は、経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に公表した「企業価値・株主共同の利益の確保又は

向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則（１.企業価値・株主共同の利益の確保・向上の原則、

２.事前開示・株主意思の原則、３.必要性・相当性確保の原則）を以下のとおり充足しており、高度な合理性を

有していると同時に、上記①「会社の支配に関する基本方針の内容について」で述べた基本方針に沿うものであ

り、当社の株主共同の利益を損なうものではなく、当社の役員の地位の維持を目的とするものでもありません。

(イ)当社の企業価値及び株主共同の利益の確保・向上の目的をもって導入されていること 

 本対応方針は、大規模買付行為が行われた際に、当該大規模買付行為に応じるべきか否かを当社株主の皆様

が判断するために必要な情報や時間、あるいは当該大規模買付行為に対する当社取締役会の意見や当社取締役

会による代替案の提示を受ける機会を確保すること等を可能にするものであり、当社の企業価値及び株主共同

の利益の確保・向上の目的をもって導入されるものです。 

(ロ)株主の合理的意思に依拠したものであること 

 当社は、平成20年３月28日開催の当社定時株主総会において、本対応方針を議案としてお諮りし、承認の決

議を得ております。そのため、本対応方針の内容は、当社株主の皆様の合理的意思に依拠したものとなってお

ります。 

 さらに、取締役会の選択により株主意思の確認手続として株主総会が開催される場合には、対抗措置の発動

は、当社株主の皆様の直接の意思に依拠することになりますし、また、取締役会が独立委員会への諮問を選択

した場合も、株主総会から授権された独立委員会が対抗措置発動の要否を取締役会に勧告するものです。 

(ハ)独立性の高い社外者の判断の重視 

 当社は、本対応方針の運用に関し、対抗措置発動等の運用に際して、当社取締役会の恣意的判断を排除し、

当社株主の皆様のために客観的かつ合理的な判断に基づき、当社取締役会に対し勧告を行う諮問機関として、

株主総会から授権された独立委員会を設置します。 

 また、独立委員会の委員は３名以上５名以内とし、公正で中立的な判断を可能とするため、当社の業務執行

を行う経営陣から独立し、当社及び当社の業務執行を行う経営陣との間に特別の利害関係を有していない社外

取締役、社外監査役、弁護士、公認会計士、税理士、学識経験者、投資銀行業務又は当社の業務領域に精通し

ている者、社外の経営者の中から、株主総会の承認を得て選任されます。 

(ニ)合理的な客観的発動要件の設定 

 本対応方針は、予め定められた合理的かつ詳細な客観的発動要件が充足されなければ発動されないように設

定されており、当社取締役会による恣意的な発動を防止するための仕組みを十分に確保しているものといえま

す。 

(ホ)取締役の恣意的判断防止のための措置 

 本対応方針においては、取締役会は株主総会の意思を直接確認し、又は、株主総会から授権された独立委員

会の勧告を最大限尊重するように設定されております。このように、大規模買付ルールが遵守された場合の対

抗策の発動について、対抗措置の発動は当社株主の皆様の直接又は間接の意思に基づきなされるものであり、

当社取締役会による恣意的な対抗措置の発動を防止するための仕組みを確保しているものといえます。 

(ヘ)デッドハンド型やスローハンド型買収防衛策ではないこと 

 本対応方針は、当社の株主総会又は株主総会で選任された取締役で構成される取締役会によりいつでも廃止

することができるものとされておりますので、いわゆるデッドハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の過半

数を交替させてもなお、対抗措置の発動を阻止できない買収防衛策）ではありません。 

 また、当社は期差任期制を採用していないため、本対応方針はスローハンド型買収防衛策（取締役会の構成

員の交替を一度に行うことができないため、対抗措置の発動を阻止するのに時間を要する買収防衛策）でもあ

りません。 

  

(5)研究開発活動 

  特記事項はありません。  
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(1）主要な設備の状況 

   当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2）設備の新設、除却等の計画 

 当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な

変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 

  

  

  

第３【設備の状況】
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 該当事項はありません。 

該当事項はありません。 

  

    

 三菱商事㈱から平成22年１月18日付の大量保有報告書の写しの送付があり、以下の株式を保有している旨の報

告を受けておりますが、株主名簿の記載内容が確認できないため、当社として実質所有株式数の確認が出来ませ

ん。 

 なお、三菱商事㈱の大量保有報告書の写しの内容は以下のとおりであります。 

  

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式  400,000,000

計  400,000,000

種類 
第１四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成22年３月31日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成22年５月14日) 

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融 
商品取引業協会名 

内容 

普通株式  126,229,345  126,229,345
東京証券取引所 

市場第一部 
単元株式数 1,000株 

計  126,229,345  126,229,345 ― ― 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【ライツプランの内容】

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 

(百万円) 

 平成22年１月１日～ 

 平成22年３月31日  
 －  126,229,345  －  15,002  －  3,800

（５）【大株主の状況】

氏名又は名称 住所
保有株券等の数 

（千株） 
株券等保有割合

（％） 

三菱商事株式会社 東京都千代田区丸の内２－３－１  6,177  4.89
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 当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成21年12月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。 

①【発行済株式】 

 平成21年12月31日現在

  （注）１ 「完全議決権株式（その他）」の中には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が1,000株含まれておりま

す。また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数１個が含まれておりま

す。 

     ２ 「単元未満株式」には当社所有の自己株式994株が含まれております。 

  
   

②【自己株式等】 

平成21年12月31日現在

        

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

    前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

  

  

  

（６）【議決権の状況】

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

 無議決権株式 － － － 

 議決権制限株式（自己株式等） － － － 

 議決権制限株式（その他） － － － 

 完全議決権株式（自己株式等）  普通株式        460,000 － － 

 完全議決権株式（その他）  普通株式     124,926,000  124,926 － 

 単元未満株式  普通株式         843,345 － － 

 発行済株式総数                  126,229,345 － － 

 総株主の議決権 －  124,926 － 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有 

株式数（株） 

他人名義所有 

株式数（株） 

所有株式数の 

 合計（株） 

発行済株式総数 

に対する所有株 

 式数の割合(％）

 ㈱三陽商会 東京都港区海岸１-２-20  460,000 －  460,000 0.37

計 －  460,000 －  460,000  0.37

２【株価の推移】

月別 
平成22年 
１月 

２月 ３月 

最高(円)  308  347  362

最低(円)  271  281  326

３【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前第１四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平成21年３月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸

表規則に基づき、当第１四半期連結会計期間（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）及び当第１四半期連結

累計期間（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結累計期間（平成21年１月１日から

平成21年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間（平成22年１月１日から平成22

年３月31日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）に係る四半期連結

財務諸表について、あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。 

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年３月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 9,176 8,167

受取手形及び売掛金 10,849 15,299

商品及び製品 25,735 23,006

繰延税金資産 2,298 2,240

その他 2,823 3,048

貸倒引当金 △69 △92

流動資産合計 50,814 51,671

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 8,509 8,571

土地 18,996 18,996

その他（純額） 1,697 1,758

有形固定資産合計 ※1  29,203 ※1  29,326

無形固定資産 1,040 938

投資その他の資産   

投資有価証券 14,533 13,075

繰延税金資産 2,983 4,068

敷金及び保証金 6,563 6,610

その他 445 677

貸倒引当金 △174 △344

投資その他の資産合計 24,352 24,086

固定資産合計 54,596 54,351

資産合計 105,410 106,022
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年３月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年12月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 16,132 18,055

短期借入金 16,296 17,696

未払消費税等 154 163

未払法人税等 104 36

賞与引当金 1,523 609

返品調整引当金 590 910

その他 4,134 4,870

流動負債合計 38,935 42,341

固定負債   

長期借入金 11,708 8,682

長期未払金 965 971

再評価に係る繰延税金負債 1,966 1,966

退職給付引当金 1,057 961

その他 568 579

固定負債合計 16,265 13,159

負債合計 55,200 55,501

純資産の部   

株主資本   

資本金 15,002 15,002

資本剰余金 10,062 10,062

利益剰余金 22,488 23,912

自己株式 △227 △226

株主資本合計 47,325 48,750

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 2,731 1,624

繰延ヘッジ損益 － 0

土地再評価差額金 162 162

為替換算調整勘定 △23 △20

評価・換算差額等合計 2,869 1,765

少数株主持分 14 5

純資産合計 50,209 50,521

負債純資産合計 105,410 106,022
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年１月１日 

 至 平成21年３月31日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年３月31日) 

売上高 26,784 26,395

売上原価 14,072 13,253

売上総利益 12,712 13,141

販売費及び一般管理費 ※1  13,172 ※1  12,108

営業利益又は営業損失（△） △460 1,032

営業外収益   

受取利息 4 2

受取配当金 0 0

受取賃貸料 100 155

その他 55 12

営業外収益合計 160 170

営業外費用   

支払利息 45 76

賃貸費用 157 118

持分法による投資損失 52 125

その他 1 29

営業外費用合計 257 350

経常利益又は経常損失（△） △556 853

特別利益   

貸倒引当金戻入額 117 46

固定資産売却益 1 －

投資有価証券売却益 － 95

特別利益合計 118 142

特別損失   

固定資産除却損 33 53

投資有価証券評価損 58 －

特別損失合計 92 53

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△530 941

法人税、住民税及び事業税 137 52

法人税等調整額 △248 427

法人税等合計 △111 480

少数株主損失（△） △0 △0

四半期純利益又は四半期純損失（△） △418 462
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年１月１日 

 至 平成22年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半
期純損失（△）

△530 941

減価償却費 292 273

貸倒引当金の増減額（△は減少） △119 △192

受取利息及び受取配当金 △4 △2

支払利息 45 76

持分法による投資損益（△は益） 52 125

有形固定資産売却損益（△は益） △1 －

有形固定資産除却損 33 53

投資有価証券売却損益（△は益） － △95

投資有価証券評価損益（△は益） 58 －

返品調整引当金の増減額（△は減少） △320 △320

賞与引当金の増減額（△は減少） 975 914

退職給付引当金の増減額（△は減少） 113 96

売上債権の増減額（△は増加） 5,414 4,620

たな卸資産の増減額（△は増加） △4,307 △2,693

仕入債務の増減額（△は減少） △2,521 △1,922

その他 △177 △471

小計 △996 1,404

利息及び配当金の受取額 3 0

利息の支払額 △28 △92

法人税等の支払額 △2,956 △34

法人税等の還付額 28 0

営業活動によるキャッシュ・フロー △3,948 1,277

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △202 △170

有形固定資産の売却による収入 2 －

投資有価証券の売却による収入 － 517

無形固定資産の取得による支出 △31 △31

事業譲受による支出 － △135

その他 △17 △177

投資活動によるキャッシュ・フロー △249 2

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △3,000 －

長期借入れによる収入 7,000 4,000

長期借入金の返済による支出 △2 △2,374

少数株主からの払込みによる収入 － 9

配当金の支払額 △1,886 △1,886

その他 △2 △17

財務活動によるキャッシュ・フロー 2,108 △269

現金及び現金同等物に係る換算差額 0 △2

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,088 1,008

現金及び現金同等物の期首残高 8,853 8,167

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  6,764 ※1  9,176
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  
当第１四半期連結会計期間 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項の変更  (1)連結の範囲の変更 

 当第１四半期連結会計期間より、当社は新たに株式会社カイラニ・イン

ターナショナルを設立したため、連結の範囲に含めております。 
  
 (2)変更後の連結子会社の数 

 ６社  

【簡便な会計処理】

  
当第１四半期連結会計期間 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年３月31日） 

１．一般債権の貸倒見積額の算定方法  一般債権に係る貸倒引当金は、前連結会計年度末に算定した貸倒実績率等

から著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度の貸倒実績率等を

用いて算定しております。  

２．棚卸資産の評価方法  当第１四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略

し前連結会計年度末に係る実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定

しております。 

 棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについて

のみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。 

 営業循環過程から外れた滞留又は処分見込等の棚卸資産で前連結会計年度

末において帳簿価額を処分見込価額まで切り下げているものについては、前

連結会計年度以降に著しい変化がないと認められる限り、前連結会計年度末

における貸借対照表価額で計上する方法によっております。 

３．原価差異の配賦方法   標準原価を適用しているため、原価差異については、当該原価差異の棚卸

資産と売上原価への配賦を年度決算と比較して簡便的に実施しております。

４．固定資産の減価償却費の算定方法  定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の

額を期間按分して算定する方法によっております。 

５．法人税等並びに繰延税金資産及び繰

延税金負債の算定方法  

 法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項

目を重要なものに限定する方法によっております。 

 繰延税金資産の回収可能性の判定に関しては、前連結会計年度末以降に経

営環境等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められる場

合には、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・プラ

ンニングを利用する方法によっており、前連結会計年度末以降に経営環境

等、又は、一時差異等の発生状況に著しい変化が認められた場合には、前連

結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・プランニングに当

該著しい変化の影響を加味したものを利用する方法によっております。 
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当第１四半期連結会計期間末（平成22年３月31日）及び当第１四半期連結累計期間（自 平成22年１月１日 至

平成22年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

普通株式  126,229千株 

  

２．自己株式の種類及び株式数 

普通株式    463千株 

  

３．新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  

４．配当に関する事項 

    配当金支払額  

  

  

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末 
（平成22年３月31日） 

前連結会計年度末 
（平成21年12月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 16,926百万円 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 16,778百万円

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年３月31日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

給料手当  6,750百万円

広告宣伝費  1,178  

賞与引当金繰入額  679  

退職給付費用  195  

減価償却費   133  

不動産賃借料  1,139  

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

給料手当  6,294百万円

広告宣伝費  932  

賞与引当金繰入額  639  

退職給付費用  178  

減価償却費   180  

不動産賃借料  1,183  

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年３月31日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年３月31日） 

※1  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成21年３月31日現在） 

 現金及び預金勘定        百万円6,764

 現金及び現金同等物        百万円6,764

※1  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成22年３月31日現在） 

 現金及び預金勘定       百万円9,176

 現金及び現金同等物    百万円9,176

（株主資本等関係）

  
  

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年３月30日 
定時株主総会 

普通株式 1,886 15 平成21年12月31日 平成22年３月31日 利益剰余金 
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  前第１四半期連結累計期間（自平成21年１月１日 至平成21年３月31日） 

  全セグメントの売上高の合計及び営業損益の金額の合計額に占める「衣料品等繊維製品事業」の割合がいず

れも90％を超えているため、その記載を省略しております。 

  

  当第１四半期連結累計期間（自平成22年１月１日 至平成22年３月31日） 

  全セグメントの売上高の合計及び営業損益の金額の合計額に占める「衣料品等繊維製品事業」の割合がいず

れも90％を超えているため、その記載を省略しております。 

  

  

 前第１四半期連結累計期間（自平成21年１月１日 至平成21年３月31日） 

  全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、その記載を省略しておりま

す。 

  

 当第１四半期連結累計期間（自平成22年１月１日 至平成22年３月31日） 

  全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、その記載を省略しておりま

す。 

  

  

 前第１四半期連結累計期間（自平成21年１月１日 至平成21年３月31日） 

  海外売上高が、連結売上高の10％未満であるため、その記載を省略しております。 

  

 当第１四半期連結累計期間（自平成22年１月１日 至平成22年３月31日） 

  海外売上高が、連結売上高の10％未満であるため、その記載を省略しております。 

  

  

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】
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  前連結会計年度の末日と比較して著しい変動はありません。 

   

１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額 

 （注） １株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

        該当事項はありません。  

 リース取引開始日が平成20年12月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、引き続き通常

の賃貸借取引に係る方法に準じて会計処理を行っていますが、当第１四半期連結会計期間末におけるリース取引残

高は前連結会計年度末に比べて著しい変動が認められないため、記載しておりません。 

  

 該当事項はありません。  

  

  

  

  

（有価証券関係）

（１株当たり情報）

当第１四半期連結会計期間末 
（平成22年３月31日） 

前連結会計年度末 
（平成21年12月31日） 

１株当たり純資産額 399.11円 １株当たり純資産額 401.66円

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年３月31日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年３月31日） 

１株当たり四半期純損失金額(△) 円△3.32 １株当たり四半期純利益金額 円3.67

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

  
前第１四半期連結累計期間
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年３月31日） 

当第１四半期連結累計期間
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年３月31日） 

四半期純利益又は四半期純損失(△)（百万円）  △418  462

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

(△)（百万円） 
 △418  462

期中平均株式数（千株）  125,774  125,766

（重要な後発事象）

（リース取引関係）

２【その他】
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 該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成21年５月14日

株式会社  三陽商会 

取締役会 御中 

あずさ監査法人 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 山 田 眞 之 助    印 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 秋  田  英  明    印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社三陽商

会の平成21年１月１日から平成21年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平成

21年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連

結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社三陽商会及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注） １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

         ２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成22年５月14日

株式会社  三陽商会 

取締役会 御中 

あずさ監査法人 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 山 田 眞 之 助    印 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 秋  田  英  明    印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社三陽商

会の平成22年１月１日から平成22年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成22年１月１日から平成

22年３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半

期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社三陽商会及び連結子会社の平成22年３月31日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注） １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

         ２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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